2017年2月10日～11日　時事共同ＮＨＫしんぶん赤旗
日米会談、共謀罪、金田法相文書、南スーダン自衛隊日報、辺野古、生前退位、核兵器禁止条約、豊洲、ＢＰＯ
尖閣への安保適用確認＝経済協議枠組みで合意－日米首脳会談
　【ワシントン時事】安倍晋三首相は１０日午後（日本時間１１日未明）、トランプ米大統領とホワイトハウスで会談した。両首脳は、沖縄県・尖閣諸島について、米国の対日防衛義務を定めた日米安全保障条約第５条の適用対象だと確認した。
　また、両首脳は麻生太郎副総理とペンス副大統領らによる経済協議枠組みの設置で合意。首相は共同記者会見で「日本の高い技術力でトランプ大統領の成長戦略に貢献し、新しい雇用を生み出すことができる」と述べた。　（時事通信2017/02/11-04:21）
尖閣防衛、共同文書明記へ＝通商・経済協議焦点－日米首脳が初会談
　【ワシントン時事】安倍晋三首相は１０日午後（日本時間１１日未明）、米ワシントンのホワイトハウスで、トランプ大統領と初の首脳会談を行った。両首脳は日米同盟強化の方針を確認し、焦点の通商政策や経済政策を協議する。トランプ氏は、中国が領有権を主張する沖縄県・尖閣諸島に関し、米国の対日防衛義務を定めた安全保障条約第５条の適用に言及。会談の成果を盛り込んだ共同文書にも明記される方向だ。
　首脳会談は約４５分の予定。日本側は麻生太郎副総理兼財務相と岸田文雄外相が同席する。両首脳は共同記者会見をはさみ昼食会を行う。
　これに先立ち、岸田氏はティラーソン国務長官と国務省で初めて会談、尖閣諸島への安保条約適用を再確認した。米政府高官は９日、トランプ氏も首脳会談でこうした立場を明確にするとの見通しを示し、「日本の施政権を弱体化させる、いかなる一方的な行動にも反対する」と述べた。
　首相は会談で、日本も自ら防衛力整備に取り組む方針を表明するとともに、厳しさを増す東アジア情勢を踏まえ、日米安保体制を軸に地域の平和と繁栄を守る立場で一致したい考え。　
　共同文書では、北朝鮮が核・ミサイル開発を進めていることを踏まえ、米国が「核の傘」を含む「拡大抑止」の提供を維持することも打ち出す方向となっている。
　通商・経済分野をめぐる協議では、自動車貿易のほか、円安問題が話し合われる可能性がある。首相は、日米双方が利益を得る「ウィンウィン」の形での経済関係強化を呼び掛ける。
　具体的には、麻生氏とペンス副大統領をトップとする閣僚級協議の設置を提案。トランプ氏が日本の自動車市場を問題視すれば、日本には乗用車輸入に対する関税がないことなどを説明、理解を求める。
　首相は、「米国第一」を掲げるトランプ氏が米国内の雇用拡大を主張していることから、米国でのインフラ整備への協力なども提案する見通し。
　首相はトランプ氏との会談後、同氏の別荘があるフロリダ州パームビーチにそろって移動。１１日はゴルフを共にするなど、首脳間の個人的な信頼関係構築に努める。（時事通信2017/02/11-02:18）
しんぶん赤旗2017年2月11日(土)
米国に、きちんとものいう姿勢が必要　日米首脳会談　小池氏が会見

　日本共産党の小池晃書記局長は１０日、国会内で記者会見し、米ワシントンで１０日（日本時間１１日未明）に行われる予定の日米首脳会談について記者団から問われ、「『アメリカ第一』という米大統領に対して、『日米同盟第一』でいいのか。いま難民・移民の入国禁止問題で、国際的にも米国内でも批判が起こっており、きちんとものをいう姿勢が必要だが、今のところ（安倍晋三）首相にはその姿勢がまったく見えないので、大変、危惧している」と答えました。
　また、安倍首相がトランプ米大統領とゴルフをすることについて問われると、「ゴルフは素晴らしいスポーツだと思うが、（入国禁止問題で）トランプ大統領への批判がおこるなか、仲良くゴルフをしている姿が映像になって流れることで、世界から日本がどうみられるのかを考えて行動してもらわないといけない」と指摘。「大事なことは、首相が日本の国民の立場で、米大統領に堂々とものをいう姿勢だ。そのような姿勢がみられるのか、警戒心をもって注視したい」と答えました。
同盟強化確認へ＝日米外相
　【ワシントン時事】訪米中の岸田文雄外相は１０日（日本時間同）、国務省でティラーソン国務長官と初めて会談した。両氏は、アジア太平洋地域の安定に向け、日米同盟のさらなる強化へ協力していくことで一致。核・ミサイル開発を繰り返す北朝鮮や、東・南シナ海で海洋進出を強める中国に連携して対応していくことも確認する見通し。　（時事通信2017/02/10-23:18）
尖閣の防衛義務を確認　日米外相、同盟強化で一致

共同通信2017/2/11 01:09

　【ワシントン共同】岸田文雄外相は10日午前（日本時間同日夜）、ティラーソン米国務長官とワシントンの国務省で初めて会談した。ティラーソン氏は、沖縄県・尖閣諸島が米国の対日防衛義務を定めた日米安全保障条約第5条の適用対象だとの認識を重ねて表明。両氏は日米同盟の重要性を確認し、協力の強化を申し合わせた。
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ティラーソン米国務長官（右）と握手する岸田外相＝10日、ワシントン（AP＝共同）

　岸田氏は、トランプ米大統領が離脱を表明した環太平洋連携協定（TPP）の経済的、戦略的な意義を強調。ティラーソン氏は「日米2国間の経済関係を発展させることが重要だ。アジア太平洋の国々とも緊密な経済関係を構築していくことが重要だ」と述べた。外務省が明らかにした。

「共謀罪」審議に影響も、二階氏　法相文書撤回で

共同通信2017/2/10 12:56

　自民党の二階俊博幹事長は10日の記者会見で、金田勝年法相の文書撤回問題が、「共謀罪」の構成要件を厳格化した「テロ等準備罪」を新設する法案の提出時期や審議に影響する可能性に言及した。「影響が全くないとは申し上げない方がよい。成り行きを見守りたい」と述べた。現段階で法相辞任の必要がないとの認識も示した。

「共謀罪」議論の輪を　県内で相次ぎ学習会　憲法施行７０年
信濃毎日新聞2月10日
[image: image2.jpg]



治安維持法などを引き合いに「共謀罪」の問題点を語る中島弁護士（右）と市民ら＝９日、松本市
　政府が組織犯罪処罰法改正案に盛り込もうとしている「テロ等準備罪」（共謀罪）を巡り、県内でも学習会が相次いで開かれている。「テロ等」の話し合いに加わると処罰することができる法改正の動き。当たり前のようにも聞こえるが、何を「テロ等」と見なすかは権力側のさじ加減一つ―と法律の専門家らは指摘する。憲法が保障する表現の自由などが縛られかねないだけに、市民も関心を向ける必要がありそうだ。
　９日夜、松本市で開かれた「憲法講座」。３０人ほどの市民に「共謀罪」を解説した中島嘉尚弁護士は、「協議罪」で思想や表現活動を弾圧した戦前の治安維持法を例に、「当初想定した取り締まり対象は一般市民に拡大した。共謀罪も同じ方向に行くのではないか」との懸念を語った。
　組織犯罪を未然に防ぐためという法改正について、政府は適用対象を組織的犯罪集団に限り、共謀（話し合い）だけでは処罰対象にはせず、現場を下見するなどの「準備行為」を要件にする―と説明する。安倍晋三首相は「一般の方々が対象になることは全くないとはっきり申し上げたい」とも語った。
　だが、「『準備行為』は普通の暮らしの中にある行為」だと、三枝有（たもつ）・信州大法科大学院教授（刑事法学）は指摘する。例えば、銀行からお金を引き出す行為。それが犯罪に向けた行為かを確かめるため、「共謀段階から捜査が必要になる」というわけだ。
　１４日、三枝教授らの講演を市内で開く「新安保法制の撤回を求める信州大学人の会」事務局の成沢孝人・信大法科大学院教授（憲法学）は、そうした捜査の動きが「市民活動を萎縮させかねない」とする。
　２０１２年、阪南大（大阪府）准教授が、東京電力福島第１原発事故の汚染瓦礫の広域処分反対集会に出て、参加者たちとＪＲ駅構内を移動した。それが「威力業務妨害」などとされ、後に逮捕。家宅捜索まで行われたが、結局、不起訴だった。「権力は法令を恣意（しい）的に運用しないとは限らない」と成沢教授は言う。
　４月に市民向けシンポジウムを計画する県弁護士会（長野市）は昨年１０月、「テロ対策の名の下に電話やメールなど市民の会話が監視され、思想信条の自由、表現の自由、集会・結社の自由など憲法上の基本的人権が脅かされる」との会長声明を出した。
　声明作成に携わり、「デモ活動など何が捜査対象になるか分からない」と問題の多さを訴える米山秀之弁護士は７日、長野市の市民団体の学習会で講演した。参加した市内の田沢洋子さん（６１）は「憲法違反ではないか」と実感した。米山弁護士は「取り返しの付かないことになっていた―とならないため、より多くの人と今のうちから考えていきたい」と話している。 
首相「伝統守り未来開く」　建国記念日にメッセージ

共同通信2017/2/11 00:55

　安倍晋三首相は11日の建国記念の日に当たり「伝統を守りながら、同時に、変化を恐れることなくより良い未来を切り開く。その決意を新たにしている」とのメッセージを発表した。建国記念の日に合わせて歴代政権で初めてメッセージを出した2014年から4年連続となる。保守層へアピールする狙いがありそうだ。

　首相はメッセージで「わが国は長い歴史を経て、諸外国に誇れる日本固有の文化や伝統を育んできた」と指摘。同時に「今を生きる世代には、困難な課題にも未来志向で乗り越える努力を積み重ねながら、平和と繁栄を次の世代に引き継ぐ責任がある」と訴えた。

「陸自派遣ありき」拭えず＝戦闘の認定避ける－南スーダンＰＫＯ
　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣された陸上自衛隊部隊が日報に「戦闘」と記載していた問題で、政府は「法的な意味での戦闘行為ではなく、武力衝突」（稲田朋美防衛相）との説明を繰り返している。戦闘行為と認定すれば、派遣の前提が崩れ、海外での武力行使を禁じた憲法９条に抵触する可能性が生じるためだ。現地情勢が著しく悪化しても、派遣継続を優先しているとの見方が野党などから出ている。
　昨年７月に作成された日報は、首都ジュバで「激しい銃撃戦」や「砲弾落下」があった状況を説明し、「戦闘」と複数箇所で記載している。それでも稲田氏は９日の衆院予算委員会で、「戦闘行為には当たらない」との見解を重ねて示し、あくまで「大規模な武力衝突」と表現した。
　政府は憲法９条との整合性から、ＰＫＯ参加５原則を設けている。停戦合意が守られていることなどを派遣の条件とし、これが満たされなければ撤収することを定めている。自衛隊が戦闘に巻き込まれて武力行使につながれば、９条に抵触しかねない。
　稲田氏は８日の予算委で「国会で答弁する場合には、憲法９条上の問題になる言葉は使うべきではないことから、武力衝突という言葉を使っている」と述べた。治安悪化の程度にかかわらず、９条抵触の状態が生じないように「戦闘」を「衝突」と言い換えているとも受け取れる発言で、野党は「言葉遊びだ」などと反発している。
　政府は戦闘行為について、「国または国に準ずる組織間の国際的な武力紛争の一環として行われる人を殺傷し、物を破壊する行為」と法的に定義。南スーダン政府と敵対する前副大統領派に関しては「国や国に準ずる組織には該当しない」との見解を示している。ただ、ＮＰＯなどからは「事実上の内戦状態にある」との指摘も出ている。
　政府は昨年１１月、安全保障関連法に基づき「駆け付け警護」の任務を陸自部隊に付与。「衝突」の表現を使い続けることで、この決定に影響が及ばないようにした可能性もある。（時事通信2017/02/09-22:52）
犠牲者出れば首相退陣＝民進・江田氏
　民進党の江田憲司代表代行は１０日の記者会見で、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣された自衛隊員に関し、「戦後初めて自衛隊員に犠牲者が出た場合は、安倍晋三首相に辞めていただかないといけない」と述べた。江田氏は「南スーダンは戦闘状態で砲弾が飛び交っているのに、『衝突』と言い換える。これは安倍政権の常とう手段だ」と批判した。（時事通信2017/02/10-17:47）
蓮舫代表「内閣に緩みやおごり」　PKO日報問題など追及強める

共同通信2017/2/10 13:02

　民進党の蓮舫代表は10日の参院議員総会で、南スーダン国連平和維持活動（PKO）部隊の日報や文部科学省の組織的天下り問題などに関し「内閣の緩みやおごりが明らかになっている」と述べ、国会での追及を強める意向を示した。

　稲田朋美防衛相が南スーダンの現地情勢を「武力衝突」と説明していることに関しては「言葉だけを憲法に合わせ、実態を改ざんしているのではないか。許し難い行為だ。防衛相の資質も厳しく見ていく」と強調した。

　一方、自民党の二階俊博幹事長は記者会見で、稲田氏への辞任要求については「直ちに辞任に値するものではない」と語った。

「攻撃ヘリ、戦車確認」と記述＝ＰＫＯ部隊、新たな日報公開－防衛省


南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に当たる陸上自衛隊の日報問題で、防衛省が新たに公表した２０１６年７月１０日付の陸自派遣部隊の日報。首都ジュバ市内で「戦闘が生起」と記述されている。一部黒塗りされている
　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に当たる陸上自衛隊の日報問題で、防衛省は１０日までに、新たに昨年７月１０日付の日報と、上級部隊の中央即応集団が作成した同１１日付の「モーニングレポート」を公開した。文書には首都ジュバ市内で「攻撃ヘリや戦車の動きを確認」とあり、現地の激しい戦闘の様子が克明に記録されていた。
　これまでに昨年７月１１～１２日付の日報と、同１２～１３日付のモーニングレポートが公表されている。
　今回公開された昨年７月１０日付の日報は、同６月１日から陸自の宿営地周辺で射撃音が確認されたと記述。陸自が駐留する７月１０日の「ジュバ市内の戦闘に関する状況」として、宿営地南側の地区で「銃撃戦が発生」と記載され、治安が悪化している様子が分かる。
　１１日付の「モーニングレポート」は、ジュバ市内での衝突事案として、「大統領府周辺で銃撃戦が発生」や「ジュバ市内で（政府軍の）攻撃ヘリや戦車の動きを確認」などを列挙。「ジュバ市内の情勢安定には時間を要す」「施設隊の活動については、当面、慎重を期すことが必要」と結論付けている。（時事通信2017/02/10-05:34）
日報報告遅れ、厳しく指導＝与党、閣僚辞任に値せず－稲田防衛相
　稲田朋美防衛相は１０日の閣議後の記者会見で、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）派遣部隊の日報が発見されながら、防衛省からの報告が１カ月後だったことについて、「すぐに報告を上げるべきだった。関係部署を厳しく指導、注意した」と述べた。関係者の処分に関しては、「事実関係に基づいて適切に対応していく」と述べるにとどめた。
　野党が稲田氏と金田勝年法相の辞任を要求していることについて、自民党の二階俊博幹事長は同日の記者会見で、「直ちに辞任に値するものではない。一層真剣に職責の重要性を考え、しっかり対応してほしい」と述べた。
　公明党の井上義久幹事長も会見で、稲田氏について「直ちに辞任しなければいけない状況ではない」と語った。（時事通信2017/02/10-12:23）
ＰＫＯ日報　不自然さ目立つ防衛省の対応　民進「隠蔽では」

東京新聞2017年2月10日 07時02分

　防衛省が当初は廃棄したとしていた陸上自衛隊の南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報を、一転して一部黒塗りで開示した問題を巡り、九日の衆院予算委員会で日報の再調査に関する経緯が明らかになった。情報公開請求から不開示決定まで二カ月かかったのとは対照的に、稲田朋美防衛相が再調査を指示した十日後には日報の存在は確認されていた。しかし、稲田氏への報告はその一カ月後。防衛省の一連の対応には不自然さが目立つ。　（横山大輔）

　衆院予算委での稲田氏の説明によると、稲田氏は昨年十二月十六日に防衛省から日報の廃棄を報告され、省内に日報が残っていないか再調査するよう指示。同省は同二十六日に日報の存在を確認したが、黒塗りにする部分を判断した後の今年一月二十七日に稲田氏に報告した。しかし、稲田氏も含めた防衛省側は今月七日まで公表しなかった。

　稲田氏は九日の予算委で「資料が見つかった事実は、事務方から速やかに報告が上がるべきだった」と述べ、関係部署を指導したと説明。菅義偉（すがよしひで）官房長官も記者会見で「あまりに怠慢だ。厳重注意に値する」と批判した。

　フリージャーナリストの男性が昨年九月末に情報公開法に基づき日報を開示請求してから、十二月に防衛省が稲田氏に日報の廃棄を報告するまでの時期は、派遣部隊に安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」などの新任務が付与され、現地での運用が始まった時期と重なる。当時、国会では新任務に伴う武器使用範囲の拡大で、隊員が反撃を受ける危険性が議論されていた。

　民進党の後藤祐一氏は予算委で「電子データを削除する必要はない。意図的に隠蔽（いんぺい）しようとしたのではないか」と指摘した。

◆統幕長「現地部隊の感覚、表現」　「戦闘」で見解

　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する陸上自衛隊部隊の日報に、現地勢力間の「戦闘」が明記されていた問題で、自衛隊トップの河野克俊統合幕僚長は九日の定例会見で、今後は用語に慎重を期すよう、部隊に指示したことを明らかにした。

　河野統幕長は「現地部隊の目の前で弾が飛び交っており、彼らは法的意味を含ませずに『戦闘』という言葉を使った。自分たちの感覚、表現として（日報に）上げてきた」と述べた。一方で「こういう議論に発展する可能性がある。使ってはいけないということではないが、意味合いをよく理解して使うよう」口頭で指示したことを明らかにした。　（荘加卓嗣）

◆防衛相、殺傷あっても該当せず

　稲田朋美防衛相は九日の衆院予算委員会で、陸上自衛隊がＰＫＯに参加する南スーダンでの現地勢力間の「戦闘」の有無に関し「武力紛争の一環として行われたものでない以上、人を殺傷し、物を破壊する行為が行われたとしても、それを戦闘行為と表現するのは紛らわしい」と述べた。

　稲田氏は、昨年七月の首都ジュバでの「戦闘」で殺傷行為があったとしても、反政府勢力が安定した支配地域を持たないことを理由に、自衛隊の関与が憲法上禁じられている「国際的な武力紛争の一環としての戦闘行為」には当たらないと強調。「戦闘行為と（似ていて）紛らわしい『戦闘』は使うべきではない」と述べた。　（新開浩）

（東京新聞）
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防衛相 南スーダン日報の報告遅れを検証
ＮＨＫ2月10日 12時43分
稲田防衛大臣は閣議のあとの記者会見で、防衛省が破棄したとしていたＰＫＯ活動に関する自衛隊の「日報」が見つかってから、およそ１か月後に報告を受けたことについて、関係部署を注意するとともに事実関係を検証していることを明らかにしました。
防衛省が破棄したとしていた南スーダンでのＰＫＯ活動に関する自衛隊の活動記録、「日報」が保管されていたことに関連して、稲田防衛大臣は、去年１２月に「日報」が見つかってから、およそ１か月後に保管されていたと報告を受けていました。
これについて、稲田大臣は閣議のあとの記者会見で、「日報の内容などをしっかり把握するよう努めていた。１度破棄したと説明した資料が発見されたことを明らかにする以上、防衛省として、内容をしっかりと国民に向けて説明する必要がある」と述べました。
そのうえで、稲田大臣は「私に説明するにあたっても一定の準備が必要だったことは理解できるが、資料が見つかった事実自体について、事務方はすぐに報告を上げるべきだった。関係部署に対して厳しく指導し、注意した」と述べました。
また稲田大臣は、記者団が「関係者を処分する考えはあるのか」と質問したのに対し、「今、経緯を含めてしっかりと事実を検証しているところなので、処分については、事実関係に基づいて適切に対応していきたい」と述べました。
公明 井上幹事長 辞任の必要なし
公明党の井上幹事長は記者会見で、「防衛省内の情報共有が不十分で、文書管理も極めてずさんだったことに、猛省を促し、体制をしっかり立て直してもらいたい。今後の防衛省の対応をきちんと見ていきたいと思っており、直ちに稲田防衛大臣が辞任しなければいけないという状況ではない」と述べました。
自民支持、驚くに値せず＝民進・江田氏
　民進党の江田憲司代表代行は１０日の記者会見で、基幹労連による組合員の意識調査で、初めて自民党支持率が民進党を上回ったことについて「驚くに値しない。自民党の支持基盤が強かった業界団体でも、民進党の方が上になるところもある」と述べた。その上で「大事なことは政党がしっかり国民を見て政策を打ち出すことだ。そうしないと政権交代なんてできない」と強調した。（時事通信2017/02/10-17:06）
退位、典範改正が多数＝民進議員懇－共産も同調
　民進党は１０日午前、皇位継承に関する全議員懇談会を衆院議員会館で開いた。党の皇位検討委員会（委員長・長浜博行副代表）が、皇室典範改正による天皇退位の恒久制度化が望ましいとする見解を説明。同委員会の馬淵澄夫事務局長によると、皇室典範改正が必要だという意見が多数を占め、一代限りの特例法が望ましい、あるいは退位を認めるべきではないとの主張も一部にあった。
　長浜氏は、党見解で皇室活動の安定的維持に向けた女性宮家創設を提言していることも説明。「今国会は退位の法整備を優先すべきだが、喫緊の課題だ」と述べ、理解を求めた。
　共産党も１０日午前、小池晃書記局長らが出席し、退位に関する検討会議を開催。恒久制度化に向けて「皇室典範改正が筋だ」とする党の考えを改めて確認した。（時事通信2017/02/10-12:34）
しんぶん赤旗2017年2月11日(土)
天皇退位　共産党が検討会
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（写真）天皇退位問題で検討会議を行う日本共産党国会議員団＝10日、衆院第２議員会館


　日本共産党は１０日、国会内で、天皇退位問題について検討会を開きました。小池晃書記局長、穀田恵二国対委員長、笠井亮政策委員長、井上哲士参院国対委員長と、塩川鉄也、藤野保史、島津幸広の各衆院議員、仁比聡平参院議員らが出席しました。
　検討会後、小池氏が記者会見し、「活発な議論が行われた」と報告。「天皇の退位については、政治の責任で真剣な対応が必要だ。一人の人がどんなに高齢になっても仕事を続けなければならないという今のあり方を、個人の尊厳という憲法の根本精神に照らして見直すべきだ」と述べました。
　その上で「高齢というのは、一人の方に限った問題ではないので、一代にとどまらないルールをつくる必要があり、皇室典範の改正で臨むのが筋だ」と指摘。天皇の地位は「国民の総意に基づく」と規定した憲法１条に触れ「結論ありきの有識者会議の論点整理を前提にするのでなく、各党・各会派が国民の総意に基づいてオープンな形で、自由に冷静に議論していくことだ」と述べました。
難航必至の参院選改革＝自民は合区解消、民進１０合区案
　参院選挙区の「１票の格差」を是正するため、各会派の代表者で構成する参院改革協議会（座長・吉田博美自民党参院幹事長）が１０日、始動した。今後、月１、２回のペースで議論し、２０１９年の次期参院選での抜本改革を目指す。ただ、昨年７月の参院選で初めて導入された「合区」をめぐり各会派の隔たりは大きく、意見集約は容易ではない


参院改革協議会に臨む座長の吉田博美自民党参院幹事長（中央）ら＝１０日午前、国会内
。
　協議会の設置は７年ぶり。次回会合は２４日に開き、参院事務局から過去の協議の経緯について説明を受け、各会派は選挙制度に限定せず協議するテーマを提示する。
　合区は「鳥取と島根」、「徳島と高知」で導入された。ただ、こうした是正措置にもかかわらず、最大格差３．０８倍となった昨年の参院選に対して、全国の高裁で訴訟が提起され、「違憲状態」が１０件に上る一方、「合憲」は６件にとどまった。
　地方には自民党が地盤とする選挙区が多く、同党は合区解消を求めている。合区の代案として検討しているのが、各都道府県から議員を最低１人選出する規定を盛り込む憲法改正だ。吉田氏は１０日の記者会見で「改憲が（次期参院選に）間に合わないから無理というのではなく、議論をしてほしい」と強調。５月の大型連休明けをめどに、改憲による是正策を盛り込んだ見解をまとめる方針。改憲論議を活性化させる狙いもありそうだ。
　これに対し民進党は、２０県による１０合区を設ける案を含む３案を軸に検討する。江田憲司代表代行は記者会見で「三つの案から収れんさせる」と述べ、合区解消を目指す自民党をけん制した。公明党は大選挙区制、共産党は比例代表を中心とする制度を主張しており、各会派の意見は割れている。（時事通信2017/02/10-19:58）
副知事に富川参与、基地担当に吉田前県議　翁長知事、安慶田氏後任を発表

琉球新報2017年2月10日 16:57 
　翁長雄志知事は１０日午後、沖縄県庁で会見を開き、１月に副知事を辞職した安慶田光男氏の後任に、元沖縄国際大学長で経済学者の富川盛武県政策参与（６９）を起用すると発表した。併せて安慶田氏が担当していた辺野古新基地建設など基地問題への対応を強化するため、基地問題に特化して知事を補佐する部長級の「政策調整監」を置き、前県議で元金武町長の吉田勝広氏（７２）を登用することも発表した。浦崎唯昭副知事の任期については「私の思いを一番理解している副知事であり、これからも一緒にやっていく」と述べ続投させる考えを示した。
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副知事を辞職した安慶田光男氏の後任に、元沖縄国際大学長の富川盛武県政策参与を起用する副知事人事案などを発表する翁長雄志知事＝１０日午後４時３５分ごろ、県庁
　翁長知事は富川、吉田両氏の起用について「富川氏にはこれまでの豊富な経験と知識を生かし、アジア経済戦略構想の推進など沖縄振興に力を発揮してもらいたい。吉田氏には豊富な知識や行政経験を生かし、県が抱える最重要課題である米軍基地問題に関し、知事が特に命じる重要事項のほか各部局の総合調整を担っていただきたい」と語った。
　富川氏の副知事人事は１５日に開会する県議会２月定例会に提案し、県議会の同意を求める。【琉球新報電子版】
核兵器禁止条約交渉 被団協「日本も積極的参加を」
ＮＨＫ2月10日 15時34分
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核兵器を法的に禁止する条約の制定に向けた交渉が来月から国連で始まるのを前に、日本被団協＝日本原水爆被害者団体協議会などが都内で記者会見を開き、日本政府も条約交渉に積極的に参加するよう訴えました。
国連では、核兵器を法的に禁止する条約の制定に向けた交渉が来月下旬から始まりますが、アメリカとロシアが参加しない方針を示しているほか、段階的な核軍縮を主張する日本も参加するかどうかを明らかにしていません。
これについて１０日、日本被団協などが外務省に対し交渉に参加するよう要請を行ったあと、参議院議員会館で記者会見を開きました。
この中で、日本被団協の田中煕巳事務局長は「日本政府は核兵器廃絶のためにどういう条約を作っていくのか、交渉に積極的に参加して発言しなければならない。核兵器廃絶の実現に向けて私たちも全力を尽くしていきたい」と訴えました。
また、核兵器廃絶を訴える広島市のＮＧＯの沢田正さんは「去年、当時のオバマ大統領が広島を訪れた際、安倍総理は核兵器のない世界の実現に向けて不断の努力をすることが私たちの責任だと述べたが、それ以降、そうした努力が全く見られない。政府が責任を果たすよう働きかけていきたい」と述べました。
一方、外務省は「交渉に参加するかどうかは、政府全体として検討したい」と話しています。
しんぶん赤旗2017年2月11日(土)
核兵器禁止条約の早期締結へ努力を　被団協など１３団体政府要請

　核兵器禁止条約の交渉会議が３月２７日、ニューヨークで始まるのに先立ち１０日、日本原水爆被害者団体協議会（日本被団協）をはじめ１３団体から１７人が外務省を訪れ、日本政府に対し、国連の交渉会議に積極的に参加し、決議に貢献するよう求めました。この行動は、世界行動週間の一環で、各国の平和団体が１７日までの間、政府や議会への要請行動を行っています。
　要請内容は、▽日本政府として、３月に始まる核兵器禁止条約の交渉会議に参加することを公式に表明すること▽核兵器禁止条約の交渉において、核兵器の非人道性に対する認識を土台にしつつ、核兵器廃絶を導く禁止条約を早期に締結することに積極的に貢献すること―の２点です。
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（写真）政府に要請する日本被団協の田中事務局長（中央）ら＝10日、外務省


　要請では、日本政府が交渉に積極的に貢献することこそ、これまで日本政府が繰り返してきた核兵器国と非核兵器国の「橋渡し」になる、と指摘しました。
　同日、参院議員会館で行われた会見で被団協の田中熙巳事務局長らが要請内容を報告。政府は参加の有無も含めて態度を決めていないとの回答だった、と述べました。交渉会議に向け、「ヒバクシャ国際署名」も多くの首長、自治体などに広がっており、「さらに広げる必要がある」と強調しました。
参考人招致「国民が見る」＝豊洲問題、石原氏をけん制－小池都知事


記者会見で質問に答える小池百合子東京都知事＝１０日午後、都庁
　東京都の豊洲市場（江東区）をめぐる問題で、都議会の特別委員会が石原慎太郎元知事らの参考人招致を決めたことについて、小池百合子知事は１０日の記者会見で「『記憶にありません』と逃げる姿勢も、国民がしっかり見ることになる」と述べ、石原氏をけん制した。石原氏が移転を決めた経緯の解明に向け「質問する側（議員）も試される」と語った。
　石原氏は８日、参考人招致に加え、当初は拒んでいた小池氏によるヒアリングにも応じる考えを示した。これに関し小池氏は「急に元気になったり、弱気になったりする。どういう波になるか分からないので見極めたい」と指摘。時期については「参考人招致をにらみながら進める」と述べるにとどめた。（時事通信2017/02/10-18:17）
豊洲市場の盛り土めぐる訴訟 都は争う姿勢
ＮＨＫ2月10日 15時05分 
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東京都の豊洲市場の地下に盛り土がされていなかった問題をめぐり、元都議会議員が石原元知事と当時の市場長に６０億円余りを支払わせることや、安全性を確認したと説明した舛添前知事にも補償させることを都に求めている裁判が東京地方裁判所で始まりました。都はいずれの訴えも退けるよう求めました。
豊洲市場の土壌汚染対策をめぐっては、都が敷地全体に行ったと説明していた盛り土が、実際には主要な建物の地下では行われていなかったことが明らかになっています。
これについて元都議会議員の後藤雄一氏は「盛り土をしない内容の工事契約をしたことは違法だ」として、石原元知事と当時の市場長に盛り土をするための費用として６１億円を支払わせるよう都に求める訴えを起こしています。
また、安全性を確認したと説明した舛添前知事にも、移転を延期された市場関係者への補償として２９億円余りを支払わせるよう求めています。
１０日から東京地方裁判所で始まった裁判で都は、提訴の前提となる住民監査請求が期限内に行われなかったため、裁判を起こすことはできないなどとして、訴えを退けるよう求めました。
豊洲市場をめぐっては、住民が石原元知事に購入代金５７８億円余りを支払わせるよう都に求める裁判も起こされていて、都は、この裁判では争う姿勢を見直す可能性があることを明らかにしています。
東京ＭＸ「ニュース女子」審議入り＝米軍施設反対運動取り上げ－ＢＰＯ検証委
　放送倫理・番組向上委員会（ＢＰＯ）放送倫理検証委員会（川端和治委員長）は１０日、沖縄県の米軍施設移転反対運動を取り上げた東京メトロポリタンテレビジョン（ＭＸ）の情報バラエティー番組「ニュース女子」（１月２日放送）の審議入りを決めたと発表した。
　番組は東京新聞論説副主幹の長谷川幸洋氏が司会を務め、「沖縄・高江ヘリパッド問題はどうなった？」などと題し、移設に反対する団体の活動とその背景などを論評した。ＢＰＯによると、視聴者からの意見が多く寄せられているという。
　番組をめぐっては市民団体代表の女性が「デマを放送された」などとして人権侵害を主張し、東京新聞が謝罪記事を掲載するなど物議を醸している。（時事通信2017/02/10-21:32）
ＳＴＡＰ細胞 ＮＨＫ番組にＢＰＯが再発防止を勧告
ＮＨＫ2月10日 19時19分
ＮＨＫが３年前に放送したＳＴＡＰ細胞の問題を検証した報道番組で、理化学研究所元研究員の小保方晴子氏が人権を侵害されたと申し立てたことについて、ＢＰＯ＝放送倫理・番組向上機構の委員会は「名誉毀損の人権侵害が認められる」として、ＮＨＫに対し、再発防止に努めるよう勧告しました。
３年前の７月に放送されたＮＨＫスペシャル「調査報告 ＳＴＡＰ細胞 不正の深層」について、理化学研究所元研究員の小保方晴子氏は人権を侵害されたとしてＢＰＯに申し立てていました。
これについて、ＢＰＯの放送人権委員会は、１０日、記者会見し、番組の一部について、「場面転換などへの配慮を欠いたという編集上の問題があり、小保方氏が元留学生作製のＥＳ細胞を不正行為により入手して混入し、ＳＴＡＰ細胞を作製した疑惑があると受け取られる内容になっている」としたうえで、「名誉毀損の人権侵害が認められる」と指摘しました。
また、番組の放送直前に行われた小保方氏への取材について行き過ぎがあり、放送倫理上の問題があったとしました。
そのうえで、ＮＨＫに対し、再発防止に努めるよう勧告しました。
一方で９人の委員のうち２人が「人権侵害があったとまでは言えない」、「名誉毀損とするべきものではない」と、決定とは異なる意見を出しました。
決定について小保方氏は、代理人の弁護士を通じてコメントを出し、「私が受けた名誉毀損の人権侵害や放送倫理上の問題点などを正当に認定していただいたことをＢＰＯに感謝しております。国を代表する放送機関であるＮＨＫから人権侵害にあたる番組を放送され、このような申し立てが必要となったことは非常に残念なことでした。ＮＨＫスペシャルの放送が私の人生に及ぼした影響は一生消えるものではありません」としています。
一方、ＮＨＫは「ＢＰＯの決定を真摯（しんし）に受け止めますが、番組は関係者への取材を尽くし、客観的な事実を積み上げ、表現にも配慮しながら制作したもので、人権を侵害したものではないと考えます。今後、決定内容を精査したうえで、ＢＰＯにもＮＨＫの見解を伝え、意見交換をしていきます。また、放送倫理上の問題を指摘された取材の方法については、再発防止を徹底していきます」としています。
ＢＰＯ決定の概要（全文）
ＮＨＫ（日本放送協会）は２０１４年７月２７日、大型企画番組『ＮＨＫスペシャル』で、英科学誌ネイチャーに掲載された小保方晴子氏、若山照彦氏らによるＳＴＡＰ細胞に関する論文を検証した特集「調査報告 ＳＴＡＰ細胞 不正の深層」を放送した。
この放送に対し小保方氏は、「ＥＳ細胞を『盗み』、それを混入させた細胞を用いて実験を行っていたと断定的なイメージの下で作られたもので、極めて大きな人権侵害があった」などと訴え、委員会に申立書を提出した。
これに対しＮＨＫは、「『ＳＴＡＰ細胞はあるのか』という疑問に対し、客観的な事実を積み上げ、表現にも配慮しながら制作したものであって、申立人の人権を不当に侵害するようなものではない」などと反論した。
委員会は、申立てを受けて審理し決定に至った。委員会決定の概要は以下の通りである。
ＳＴＡＰ研究に関する事実関係をめぐっては見解の対立があるが、これについて委員会が立ち入った判断を行うことはできない。委員会の判断対象は本件放送による人権侵害及びこれらに係る放送倫理上の問題の有無であり、検討対象となる事実関係もこれらの判断に必要な範囲のものに限定される。
本件放送は、ＳＴＡＰ細胞の正体はＥＳ細胞である可能性が高いこと、また、そのＥＳ細胞は、若山研究室の元留学生が作製し、申立人の研究室で使われる冷凍庫に保管されていたものであって、これを申立人が何らかの不正行為により入手し混入してＳＴＡＰ細胞を作製した疑惑があるとする事実等を摘示するものとなっている。これについては真実性・相当性が認められず、名誉毀損の人権侵害が認められる。
こうした判断に至った主な原因は、本件放送には場面転換のわかりやすさや場面ごとの趣旨の明確化などへの配慮を欠いたという編集上の問題があったことである。そのような編集の結果、一般視聴者に対して、単なるＥＳ細胞混入疑惑の指摘を超えて、元留学生作製の細胞を申立人が何らかの不正行為により入手し、これを混入してＳＴＡＰ細胞を作製した疑惑があると指摘したと受け取られる内容となってしまっている。
申立人と笹井芳樹氏との間の電子メールでのやりとりの放送によるプライバシー侵害の主張については、科学報道番組としての品位を欠く表現方法であったとは言えるが、メールの内容があいさつや論文作成上の一般的な助言に関するものにすぎず、秘匿性は高くないことなどから、プライバシーの侵害に当たるとか、放送倫理上問題があったとまでは言えない。
本件放送が放送される直前に行われたホテルのロビーでの取材については、取材を拒否する申立人を追跡し、エスカレーターの乗り口と降り口とから挟み撃ちにするようにしたなどの行為には放送倫理上の問題があった。
その他、若山氏と申立人との間での取扱いの違いが公平性を欠くのではないか、ナレーションや演出が申立人に不正があることを殊更に強調するものとなっているのではないか、未公表の実験ノートの公表は許されないのではないか等の点については、いずれも、人権侵害または放送倫理上の問題があったとまでは言えない。
本件放送の問題点の背景には、ＳＴＡＰ研究の公表以来、若き女性研究者として注目されたのが申立人であり、不正疑惑の浮上後も、申立人が世間の注目を集めていたという点に引きずられ、科学的な真実の追求にとどまらず、申立人を不正の犯人として追及するというような姿勢があったのではないか。委員会は、ＮＨＫに対し、本決定を真摯に受け止めた上で、本決定の主旨を放送するとともに、過熱した報道がなされている事例における取材・報道のあり方について局内で検討し、再発防止に努めるよう勧告する。
ＮＨＫのコメント
本日のＢＰＯ放送人権委員会決定についてのコメントは以下のとおりです。
小保方晴子氏が平成２６年１月に発表した「ＳＴＡＰ細胞」については、同年４月に理化学研究所が研究不正を認定しました。その後、理化学研究所が、本格的な調査を進める中、「ＳＴＡＰ細胞はあるのか」「小保方氏の研究はどうなっていたのか」という疑問に世界的な関心が集まっていました。この番組は、その最中の同年７月、社会の関心に応えようと１００人を超える研究者・関係者に取材を尽くし、２０００ページを超える資料を分析して客観的な事実を積み上げ、表現にも配慮しながら制作・放送しました。番組の中の事実関係に誤りはありません。
ＳＴＡＰ細胞については、理化学研究所による小保方氏の検証実験でも一度も作製に成功せず、世界的な話題となったネイチャー誌の論文も取り下げられました。番組の中では、遺伝子解析の結果として、ＳＴＡＰ細胞は実際にはＥＳ細胞だった可能性を指摘しました。また、小保方氏の研究室の冷凍庫から元留学生が作製したＥＳ細胞が見つかった事実を放送しました。番組放送後の同年１２月、理化学研究所が公表した調査報告書は、小保方氏が「ＳＴＡＰ細胞」だとした細胞は、調べた限りすべてＥＳ細胞だったことも明らかにしています。
放送人権委員会の判断の中で指摘された元留学生の作製したＥＳ細胞をめぐるシーンは、（１）小保方研究室の冷凍庫から元留学生のＥＳ細胞が見つかったという事実、（２）小保方氏側は、保存していたＥＳ細胞について、「若山研究室から譲与された」と説明しているという事実、（３）一方、ＥＳ細胞を作製した元留学生本人にインタビューしたところ、小保方研究室の冷凍庫から見つかったことに驚き、自分が渡したことはないと証言しているという事実を踏まえて、なぜこのＥＳ細胞が小保方研究室から見つかったのか、疑問に答えて欲しいとコメントしたものです。放送人権委員会が指摘しているような「小保方氏が、元留学生作製のＥＳ細胞を不正行為により入手し、ＳＴＡＰ細胞を作製した疑惑がある」という内容にはなっていません。
他の細胞の混入を防ぐことが極めて重要な細胞研究の現場で、本当に由来がわからない細胞が混入するのを防ぐ研究環境が確保されていたのか、そこにあるはずのないＥＳ細胞がなぜあったのか、国民の高い関心が集まる中、報道機関として当事者に説明を求めたものです。このシーンの前では、小保方氏がＥＳ細胞の混入を否定し、混入が起こりえない状況を確保していたと記者会見で述べたという事実についても伝えています。
今回の決定では、この番組の中で、「小保方氏が、元留学生作製のＥＳ細胞を不正行為により入手し、ＳＴＡＰ細胞を作製した疑惑がある」と放送したとして人権侵害を認めています。
しかし、今回の番組では、ＳＴＡＰ細胞は、ＥＳ細胞の可能性があることと、小保方氏の冷凍庫から元留学生のＥＳ細胞が見つかった事実を放送したもので、決定が指摘するような内容は、放送しておらず、人権侵害にあたるという今回の判断とＮＨＫの見解は異なります。
また今回の決定では、委員会のメンバーのうち、２人の委員長代行がいずれも、少数意見として、名誉毀損による人権侵害にはあたらないという見解を述べています。
今回の番組は、ＳＴＡＰ細胞への関心が高まる中、関係者への取材を尽くし、客観的事実を積み上げ、表現にも配慮しながら、制作したもので、人権を侵害したものではないと考えます。
ＢＰＯは、独立した第三者の立場から放送への苦情や放送倫理上の問題に対応し、正確な放送と放送倫理の高揚に寄与することを目的に、ＮＨＫと民放連が設立した組織であり、ＮＨＫとしてその勧告を真摯に受け止めるのは当然のことと考えます。
今後、決定内容を精査した上で、ＢＰＯにＮＨＫの見解を伝え、意見交換をしていきます。
また、放送人権委員会が指摘した取材上の問題については、平成２６年に番組が放送される前に、安全面での配慮に欠ける点があったとして小保方氏側に謝罪しましたが、今回の決定の中で改めて指摘されたことを重く受け止め、再発防止を徹底していきます。
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